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要旨：東北地方太平洋沖地震において，構造部材の被害は軽微であったにも関わらず，開口周辺の非耐力方

立壁の多くにせん断破壊が生じていたことからも，非耐力壁の耐震設計法や耐震診断法の早急な整備が必要

である。本研究では，鉄筋コンクリート造非耐力壁の変形と軸力を明らかにすることを目的として，非耐力

壁の軸力が非耐力壁の構造性能に及ぼす影響に着目し，実験結果を基に試験体をモデル化し，拘束される非

耐力壁の軸力と変形の関係について考察を行った。 

キーワード： 鉄筋コンクリート構造，非耐力壁，軸力，増分解析 

 

1. はじめに 

2011 年の東北地方太平洋沖地震 1)によって学校建物や

公共建築の壁がせん断破壊し，非耐力壁が甚大な損傷を 

受けた既存 RC 造建物が多数確認された （写真－1）。現

在の耐震設計法において，非耐力壁の損傷のメカニズム

や構造性能を評価し，損傷を抑制するための知見は得ら

れておらず，設計のクライテリアも示されていない。こ

れを受けて近年非耐力方立壁の損傷の低減を目的とし

て様々な研究が行われている 2)3)。これらの研究において

共通して非耐力方立壁のせん断設計を目的とした実験

及び解析が実施されている。いずれにおいても非耐力方

立壁の破壊形式の推定が重要な問題であると示されて

いる。その中で方立壁の軸力の評価についてはまだ明確

な答えが出ておらず破壊形式の推定は困難である。筆者

ら 4)は非耐力方立壁を有する架構の実験から上部の梁が

方立壁を拘束し，梁の挙動と方立壁の変形が関連付けら

れることを示した。しかしながら，軸力としての効果に

ついては未解明である。 

以上のような研究背景の下，本研究は非耐力壁の破壊

形式に及ぼす拘束によって生じる軸力の効果を解析的

に検討することにより非耐力壁を有する架構の破壊性

状を明らかにすることを目的とする。非耐力壁を有する

RC 造架構をマクロモデルによってモデル化し，実験と

同様の荷重を与えることで，非耐力壁に生じる軸力や破

壊性状の考察を行った。 

 

2. 実験の概要 

2.1 実験変数と試験体諸元 

非耐力壁を内蔵する RC 造架構を想定した表－1 に示

す 4 体の試験体の載荷実験を行った 4)。本実験では，柱

の断面 220mm×220mm，梁の断面 180mm×240mm とし，

中高層鉄筋コンクリート集合住宅の北側構面を想定し，

約 1/4 に縮小したモデルとしている。壁厚は 40mm，壁

長は 1300mm，壁高は 800mm である。柱脚部からせん断

力加力点（上端の梁の中心高さ）までの高さは，1040mm

とした。試験体の配筋図を図－1 に示す。 

試験体 BH-WOA-V および BH-WOA-VH の柱の主筋と

せん断補強筋にはそれぞれ高強度鉄筋 KW785 と

SBPD1275 を使用して，柱の変形を抑制し，梁の変形に

よる方立壁の損傷が考察しやすくなるよう設計した。試
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写真－1 方立壁の損傷 図－1 試験体 BH-WOA-V の配筋図 
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験体のパラメータは非耐力壁のせん断補強筋比である。

試験体 BH-WOA-V の非耐力壁の横筋は試験体 B-WOA

と等しく，縦筋のせん断補強筋比は 2 倍とした。試験体

BH-WOA-VH の壁のせん断補強筋比は 4 倍である。また，

実験使用した材料の力学特性を表－2 と表－3 に示す。 

2.2 載荷方法 

載荷方法は正負交番繰り返し載荷による加力で行った。

柱の軸力（軸力比 0.2）は鉛直ジャッキにより，水平力は

水平ジャッキにより試験体に与え変位制御で加力した。

梁中央で計測した水平変位を試験区間 L(1040mm)で除し

たものを層間変形角 R とし，試験体 B-F と B-WOA は層

間変形角 R=1/800，1/33 を 1 回ずつ，1/400，1/200，1/100，

1/66，1/50 を 2 回行った。試験体 BH-WOA-V と BH-WOA-

VH は 1/800，1/400，1/200，1/100，1/66 を 2 回ずつ，1/50

を 1 回行った。 

2.3 方立壁の損傷 

試験体 B-F は層間変形角 R=1/66 で，試験体 BH-WOA-

V は層間変形角 R=1/200 で，試験体 B-WOA および試験

体 BH-WOA-VH は層間変形角 R=1/100 で最大耐力に至

った。実験結果より試験体 BH-WOA-V および試験体 BH-

WOA-VH の方立壁のひび割れ幅を図－2 に示す。図－2

より試験体 BH-WOA-V のひび割れ幅は試験体 BH-

WOA-VH の方が大きくなる。また，いずれの試験体の方

立壁のせん断ひび割れ幅は曲げひび割れ幅より卓越す

る。

表－2 コンクリート材料試験結果 

試験体名 
圧縮強度 

(MPa) 
割裂強度 

(MPa) 
ヤング係数 

(GPa) 

B-F 20.8 1.95 23.5 
B-WOA 20.7 1.97 23.5 

BH-WOA-V 23.1 2.40 23.1 
BH-WOA-VH 25.2 2.36 23.3 

 
表－3 鉄筋引張試験結果 

直径 

（材質） 

降伏

強度 
(MPa) 

 引張 

強度 
(MPa) 

ヤング

係数 
(GPa) 

降伏 

歪み 
(μ) 

K13(KW785) 909.6 1085.7 206.2 4413.2 
D13(SD345) 407.9 577.9 202.5 2017.7 

RB7.1(SBPD1275) 1480.8 1498.6 218.2 6788.8 
D6(SD295A) 410.3 555.3 208.1 1973.2 
D4(SD295A) 350.7 510.8 194.1 1787.3 

 

表－1 試験体詳細 

 
試験体 

柱 梁 方立壁 

断面 
(mm) 

× 
(mm) 

主筋 

(引張鉄筋比(%)) 

せん断補強筋 

(補強筋比(%)) 

断面 
(mm) 

× 
(mm) 

主筋 

(引張鉄筋比(%)) 
せん断補強筋 

(補強筋比(%)) 

断面 
(mm) 

× 
(mm) 

せん断補強筋 

(補強筋比(%)) 

タテ ヨコ 

B-F 

220 
× 

220 

8-D13 
(SD390) 

(0.79) 

D6@50 
(SD295) 

(0.58) 180 
× 

240 

8- D13 
(SD345) 

(1.18) 

D6@100 
(SD295) 

0.71 

無 無 

B-WOA 
40 
× 

170 

D4@100(SD295) 
(0.35) 

BH-WOA-

V 8-K13 
(KW785) 

(0.79) 

RB7.1@50 
(SBPD1275) 

 (0.73) 

D4@50(SD295) 
(0.70) 

D4@100(SD295) 
(0.35) 

BH-WOA-

VH 
D6@50(SD295) (1.6) 

 

図－2 方立壁のひび割れ幅 

(a) 試験体 BH-WOA-V (b) 試験体 BH-WOA-VH 
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3. 実験結果の解析による損傷評価 

 実験結果を，マクロモデルを用いた解析によって試験

体の破壊過程を再現することを試みた。特に非耐力壁の

損傷のメカニズムを明らかにするため，本解析では

OpenSees5)を用いて静的増分解析を行った。 

3.1 架構のモデル化 

 図－3 に試験体の線材置換方法を示す。実験結果にお

いて下梁及び腰壁の損傷が見られなかったため，剛体と

仮定する。解析モデルの柱の区間は下端部から上梁の中

心までを仮定した。今回の解析モデルにおいては正負交

番繰り返し載荷による柱の短スパン化の影響について

は考慮していない。また，上梁はせん断バネがなく，弾

性と仮定する。試験区間の柱，梁をそれぞれ独立線材に

置換した。また，壁の線材置換方法では図－3(a)より垂

れ壁，方立壁および腰壁をそれぞれ独立線材に置換した。

図－3(b)の黒丸は節点を表す。各節点間にある柱および

壁の曲げと軸方向の特性には図－46)に示すようファイ

バーモデルで，せん断バネ特性はせん断バネ材 7)により

再現した。  

載荷方法については，実験と同様の鉛直方向には柱頂

部に一定軸力（軸力比 0.2）を載荷し，水平方向に正負交

番繰り返し載荷による加力で行った。 

 3.2 断面のモデル化 

柱，梁および壁の曲げと軸方向の特性をファイバーモ

デルによって再現している。柱および梁の断面の要素分

割はせん断補強筋のコア部分とそれ以外のかぶり部分

に分けて分割し，10 要素で構成される。壁の断面はかぶ

り部分のみ構成されて 4 要素で分割した。断面の要素分

割を図－5 に示す。図中の丸印は鉄筋位置を表す。また，

垂れ壁をモデル化する際，壁部分を線材に置換するため，

垂れ壁も線材に置換する必要がある。そのため試験体中

央で２等分し，鉄筋本数は垂れ壁全長に含ませる鉄筋本

数の半分を与える。コア部分の拘束域とかぶり部分の非

拘束域のコンクリートの応力度―ひずみ度関係図－6(a)

に示すように修正 Kent and Park モデル 8)を用い，式(1)で

計算を行った。 

�� � ���� �2 	 
��
�
� � 	 
��
�
���	 	 	 	 	 	 	 ��� � 0.002�� 
����1 � ����� � 0.002��� ��� � 0.002�� (1) 

ここに，� � 1 �  ! ∙ �#$/�� 
 �� � &.'()
.*+,�-./,�0-


1&.2'345 6768&.&&��

 

��:コンクリートの圧縮応力度，�� :コンクリートの一軸

圧縮強度，�� :コンクリートの圧縮ひずみ度，��& :圧縮強

度時のひずみ度， !:拘束筋比，�#$:拘束筋の降伏点強度，9：かぶり厚さ，:$：せん断補強筋の間隔 

また，鉄筋の応力度―ひずみ度の関係を図－6(b)に示

すように仮定した。鉄筋の履歴には OpenSees の非線形

図－3 試験体の線材置換方法 

(a) 試験体 (b) 解析モデル 

図－5 断面のモデル 図－6 材料モデル 

(a) コンクリートモデル 

(b) 鉄筋モデル 
(c) せん断バネモデル 

図－4 部材モデル 6) 

(a)  (c) 

(b) 
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材料 Steel01 を用いた。 

3.3 せん断バネのモデル化 

柱および壁のせん断特性を同じせん断バネ材

(Hysteretic Material 7))よって再現している。せん断破壊時

の挙動を再現するため，次のように定めた。 

せん断バネの復元力特性を図－6(c)に示す。第一折点

(せん断ひび割れ点)は式(2)によるひび割れ耐力;�<  9)を算

定し，ひび割れ強度時の変形角=�<は式(3)より算出した。

第二折点（せん断降伏点）は，せん断終局強度;>?を耐震

診断基準 10)による式(4)から計算し，せん断終局強度時の

変形角=@は耐震壁のせん断復元力特性 11)を参考に

0.004rad と仮定し，第三剛性は弾性剛性の 0.001 倍とし

た。除荷剛性低下指数は 0.4 とした。 

;�< � 	1 � A
B'� C&.&D'E��F�1'&�GHI1B.2 J K ∙ L  (2) 

=�< � ;�< GAOP     (3) 

;!@ � C&.&DQRS
.*(�BQ1T��U VWP 1&.B� � 0.85Z O�O# � 0.1�&J K ∙ L (4) 

ここで， [�：断面寸法による補正係数，K：部材幅， L：応力中心距離，\：コンクリートのせん断弾性係数 ]/;^：せん断スパン比，_`：引張鉄筋比，  O：せん断補強筋比，�O#：せん断補強筋の降伏強度，�&：軸力応力度 

強度算定に用いた各材料の強度は，表－2 および表－

3 に示す材料試験値を使用した。柱には実験で柱に作用

した長期軸力（軸力比 0.2）を考慮した。方立壁のせん断

バネの強度計算の軸力には，初期値に文献 4)の計算値を

仮定し，解析結果から求まる軸力と一致するよう解析を

繰り返して収束計算を行った。その結果，今回の解析に

おいて，せん断バネの軸力は左側方立壁で 0，右側方立

壁については試験体BH-WOA-VおよびBH-WOA-VHで

それぞれ 124.3kN，149.7kN として計算を行った。 

 

4. 解析結果の検討 

4.1 解析結果と実験結果の比較 

各試験体の解析結果と実験結果を比較して図－7 に示

す。試験体のせん断力の解析値と層間変形角の関係から

検討した。表－4 に各試験体の最大耐力の実験値および

解析値を示す。図－7 より壁を有する試験体については

最大耐力以前のサイクルでは実験結果を過小評価した。

これは解析モデルにおいて，垂れ壁および腰壁の圧縮力

を考慮しないため，柱の剛性が小さくなったためである

と考えられる。一方，方立壁のせん断バネがせん断耐力

の低下を考慮していないため，最大耐力以降のサイクル

では実験結果を過大評価した。履歴については概ね良好

に評価しているものの，除荷時のスリップ性状が再現で

きていない。また，試験体 BH-WOA-V は層間変形角

R=1/100 時で最大耐力に至っており，実験値は解析値よ

り早く最大耐力に至った。 

4.2 柱のせん断耐力の検討 

表－5 に各試験体の柱の最大せん断力の解析値および

せん断終局強度の計算値を示す。柱のせん断終局強度は

式(4)より算出した。表－5 よりいずれの試験体の柱は終

局強度に達していない。なお，実験結果より柱もせん断

降伏していない。 

4.3 壁のせん断力の検討 

各壁のせん断力－層間変形角関係を図－8 に示す。表

－6 に試験体 BH-WOA-V および試験体 BH-WOA-VH の

壁のせん断力を示す。壁の負担力の実験値の計算では，

試験体 BH-WOA-V および試験体 BH-WOA-VH のせん断

力－層間変形角の関係から試験体 B-F のせん断力－層間

図－7 解析結果 

(d)  BH-WOA-VH (a)  B-F (b)  B-WOA (c)  BH-WOA-V 
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表－5 柱のせん断力 

試験体名 
解析値(kN) せん断終局強度 ;!@(kN) 左柱 右柱 

B-F  128.04 126.38 133.97 
B-WOA  116.81 115.70 133.97 

BH-WOA-V 172.74 167.88 207.12 
BH-WOA-VH 164.52 162.18 212.45 

 

表－4 最大耐力 

試験体名 
解析値(kN) 実験値(kN) 解析値/実験値 

正側 負側 正側 負側 正側 負側 

B-F 210.6 -180.7 217.5 -203.2 0.968 0.889 
B-WOA 246.4 -246.6 276.8 -273.9 0.890 0.900 

BH-WOA-V 265.1 -275.8 248.8 -288.8 1.065 0.955 
BH-WOA-VH 320.0 -316.4 335.8 -310.4 0.953 1.019 
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変形角の関係を差し引いたものを用いた 12)。壁のせん断

力は試験体 BH-WOA-V より試験体 BH-WOA-VH が大き

い。また，壁の耐力は加力点に近い部分より加力点から

離れた部分の壁で約 2 倍になる。 

4.4 方立壁の軸力の検討 

 方立壁の軸力を評価するため，試験体BH-WOA-Vおよ

びBH-WOA-VHは正方向にpushover解析を行った。また，

図－9に正載荷時方立壁の軸力－層間変形角関係を実験

から得られた計算値とともに示す。方立壁の軸力の計算

値は方立壁に取り付けた変位計（図－1より）の値から曲

率を算定し，算定した曲率に従って，方立壁内鉄筋およ

びコンクリートにひずみが生じていると仮定して鉄筋

の（圧縮・引張）軸力Ｔおよびコンクリートの圧縮力a�
を求めた。図－10を非耐力壁の応力分布に示す。コンク

リートの圧縮力a�は圧縮縁が圧縮強度に達していない場

合は三角形分布と仮定し，圧縮強度に達している場合は

応力ブロックを仮定した。方立壁に作用する軸力Nはこ

れらの力の釣り合いから求めた。図－9より層間変形角

が増大すると軸力Nも増大する。いずれにおいても概ね

良好に評価した。表－7に正載荷時における各変形角時

の試験体BH-WOA-VおよびBH-WOA-VHの方立壁の軸

力の解析値Nおよび推定された破壊形式を示す。これら

の軸力を用いて，正載荷時の各ピークにおける方立壁の

耐力と方立壁の破壊形式の比較を行った。方立壁のせん

表－7 方立壁の軸力 

試験体 BH-WOA-V 

方立

壁 

層間変

形角

[rad.] 

Qsu 

[kN] 

N 

[kN] 

Qmu 

[kN] 

Qsu/ 

Qmu 

破壊 

形式 

左側 

1/800 18.3 8.0 13.5 1.35 

曲げ 1/400 18.1 6.4 12.5 1.45 

1/200 18.2 7.9 13.4 1.36 

1/100 20.3 28.5 25.7 0.79 せん断 

右側 

1/800 23.8 63.4 46.5 0.51 

せん断 
1/400 27.2 97.1 66.5 0.41 

1/200 29.6 121.8 81.2 0.36 

1/100 20.4 29.9 26.5 0.77 

試験体 BH-WOA-VH 

方立

壁 

層間変

形角

[rad.] 

Qsu 

[kN] 

N 

[kN] 

Qmu 

[kN] 

Qsu/ 

Qmu 

破壊 

形式 

左側 

1/800 

28.7 

-15.3 

26.6 1.08 曲げ 
1/400 -15.7 

1/200 -16.9 

1/100 -40.6 

右側 

1/800 36.5 78.1 73.0 0.50 

せん断 
1/400 40.0 113.3 94.0 0.43 

1/200 42.0 132.5 105.4 0.40 

1/100 36.8 80.7 74.6 0.49 

図－10 非耐力壁の応力分布 
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図－8 壁のせん断力-層間変形角の関係 
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表－6 壁のせん断力 

試験体名 
最大せん断力(kN) 

実験値(kN) 
左側 右側 

BH-WOA-V 
22.96 35.92 

42.9 
-35.92 -17.68 

BH-WOA-VH 
61.13 102.95 

129.9 
-108.80 -71.51 

 

図－9 方立壁の軸力-層間変形角関係 
(a)  BH-WOA-V (b)  BH-WOA-VH 
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断終局強度;>?を式(4)より計算し，曲げ終局強度には耐

震診断基準同解説13)より柱なし壁とみなし，式;�@を用

いた。 ]@O � b` ∙ �!# ∙ cO � 0.5∑ebOf ∙ �O#g ∙ cO � 0.5h ∙ cO	 (5) 

	 ;ij� 2 ]jk90                                      (6) 

ここに，N：軸力，b`：側柱主筋の全断面積，∑bOf:壁縦

筋の全断面積，	 �!#：側柱主筋の降伏強度，�O#:壁縦筋降

伏強度，	 cO:両側柱の中心間距離，	 9&:方立壁部分の高さ 

表－7より正載荷時において，右側方立壁の軸力は左

側軸力より大きくなる。方立壁の変形は加力点に近い方

立壁で曲げ変形が，加力点から離れた方立壁でせん断変

形が卓越した。変形の増大による方立壁の軸力を増加し，

方立壁の破壊メカニズムを予測する必要があると考え

られる。              

 

5. まとめ 

 拘束された RC 非耐力壁の軸力を考察するための解析

を実施し，解析結果から以下の知見を得た。 

1) 曲げおよび軸方向の特性をファイバーモデルにより，

せん断特性を非線形せん断バネにより表現すること

で，実験結果をおおよそ再現できた。 

2) 方立壁の軸力および負担するせん断力は加力点に近

い部分より加力点から離れた部分の方立壁で大きく

なった。 

3) 層間変形角を増大することで，方立壁の軸力が増加

し，加力点から離れた方立壁の軸力は近い方立壁よ

り大きくなった。 

4) 方立壁の変形は加力点に近い方立壁で曲げ変形が，

加力点から離れた方立壁でせん断変形が卓越した。 
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